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株式会社ブレインの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社ブレイン（以下「ブレイン」といいます。）の株

式を取得（以下、「本件株式取得」といいます。）し、子会社化することを決議しましたので、下記の

通りお知らせいたします。 

 

記 

 

I. 本株式取得の概要 

１．本件株式取得の理由 

当社グループは、組み込み向け電子デバイス事業として、メモリーモジュールの設計・製造・販

売、半導体デバイスへのプログラム書込みサービス、プログラム書込み装置や自動プログラミング

システムの製造・販売、ビデオ会議システムやデジタルデバイス周辺機器の企画・販売、Web 制作

やシステム開発、音楽コンテンツサービスやイベント企画など、デジタル分野における多様な事業

を展開しております。また、当社グループは、デジタル分野における企業が連携することで新しい

製品やサービスで新市場の開拓を目指す「デジタルコンソーシアム構想」を掲げ、他社との資本業

務提携を含めた戦略的なアライアンスを積極的に進めております。  

ブレインは宮城県仙台市内に本社を構え、ハンディターミナルや業務用タブレット等の情報機器

の販売事業、及び広告・イベント事業を展開しています。国内では人手不足や高齢化が進む中、物

流・製造・小売・医療等の幅広い分野で業務効率化・省力化のニーズが高まっており、ブレインが

手掛ける情報システム機器販売事業は、こうした社会要請を背景に着実な成長を続けています。ま

た広告・イベント事業では、各種イベントの企画・運営、Web マーケティング、Web 制作・運用、

メディア広告の企画立案から広告制作まで、同社子会社で広告制作を行う株式会社インテグととも

に、一貫したサービスを幅広く提供しています。 

当社としましては、ブレインが当社グループに加わることで、ハンディターミナル等の情報機器

の販売において、当社グループの顧客基盤やネットワークの活用による販路拡大や、当社グループ

のシステム開発力を組み合わせた付加価値の高いソリューション提案が可能となり、一層の事業拡

大と成長が可能となるものと考えております。また、イベント企画・Web 制作・広告事業におきま

しては、ブレインおよび同社子会社である株式会社インテグと当社グループ各社が、人員リソース

や技術、コンテンツ等を相互に活用することで、より高品質かつ魅力的な情報発信と収益力の強化
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につながると見込んでおります。さらに本件により当社グループとして初めて東北地域に拠点を有

することとなり、事業エリアの拡大と地域密着型ビジネスの推進に寄与するものと考えておりま

す。これらの取り組みを通じて、ブレイン及び当社グループ双方の持続的な成長と企業価値向上に

資するものと判断し、ブレインの全株式を取得し当社の子会社とすることを決定いたしました。 

 
２．異動する子会社（株式会社ブレイン）の概要 

 

３．株式取得の相手先の概要 

※「直前事業年度の純資産及び総資産」及び、「大株主及び持株比率」については、当該会社との

（１）名       称 株式会社ブレイン 

（２）所 在 地 宮城県仙台市青葉区柏木二丁目２番７号 

（３）代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 水沼 征 

代表取締役社長 関 克彦 

（４）事 業 内 容 

情報機器販売・サービス業 

情報システム・ソフトウェア業 

総合広告代理店業 

（５）資 本 金 20百万円 

（６）設 立 年 月 日 1998年４月１日 

（７）大 株 主 及 び 

   持 株 比 率 

株式会社ブレインホールディングス 100% 

（保有株式数：400株） 

（８）上 場 会 社 と 当 該 

     会 社 と の 関 係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 2023年11月期 2024年11月期 
2025年11月期 

（見込） 

純 資 産 524百万円 567百万円 626百万円 

総 資 産 1,564百万円 1,640百万円 1,652百万円 

１株当たり純資産 1,310,097円 1,418,506円 1,565,123円 

売 上 高 2,494百万円 2,951百万円 3,030百万円 

営 業 利 益 45百万円 94百万円 144百万円 

経 常 利 益 51百万円 112百万円 160百万円 

当 期 純 利 益  105百万円 96百万円 113百万円 

１株当たり当期純利益 263,945円 240,906円 282,944円 

１株当たり配当金 225,000円 125,000円 125,000円 

（１）名       称 株式会社ブレインホールディングス 

（２）所 在 地 宮城県仙台市青葉区柏木二丁目２番７号 

（３）代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 水沼 征 

代表取締役社長 水沼 拓也 

（４）事 業 内 容 持株会社としての子会社管理 

（５）資 本 金 ５百万円 

（６）設 立 年 月 日 2021年８月18日 

（７）上 場 会 社 と 当 該 

     会 社 と の 関 係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ 

の 該 当 状 況 

当社の関連当事者には該当しませ

ん。 
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守秘義務により非開示としております。 

 

４．取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況 

 

５．取得価額の算定根拠  

当社はブレインの株式価値算定にあたり、当社から独立した第三者算定機関である株式会社

ROLEUP（東京都千代田区丸の内二丁目４-１ 丸の内ビルディング 28 階、代表取締役 渡邉 達也）

にその算定を依頼し、当該第三者機関は、複数の株式価値算定手法の中からブレインの株式価値算

定にあたり採用すべき算定手法を検討のうえ、ブレインが継続企業であるとの前提にて、ブレイン

の事業計画に基づいた DCF 法、及び類似会社比較法を用いて株式価値を算定しました。当社は当該

第三者算定機関による株式価値評価額を参考として、取得価額を合理的に決定しております。 

 

６．日程 

 

７．ブレインの新経営体制（2026 年２月 27 日付） 

 

８．今後の見通し 

本件株式取得（子会社化）により、2026 年３月期においては貸借対照表のみを連結する予定のた

め、当社業績に与える影響は軽微であります。2027 年３月期より損益計算書を連結する予定であり

ますが、2027 年３月期の業績予想に関しましては、2026 年５月公表予定の 2027 年３月期決算短信

で開示いたします。 

以 上 

（１）名称 株式会社ブレイン 

（２）異動前の所有株式数 ０株 

（３）取得株式数 

400株 

（議決権の数：400個） 

（議決権所有割合：100％） 

（４）取得価額 

秘密保持義務に係る株式会社ブレインホールディングスと

の協議により、開示を差し控えております。なお、取得価額

の算定根拠につきましては、「５．取得価額の算定根拠」に

記載の通りです。 

なお、取得株式の対価の支払については、自己資金及び金

融機関からの借入金により充当する予定であります。 

（５）異動後の所有株式数 

400株 

（議決権の数：400個） 

（議決権所有割合：100％） 

（１）取締役会決議日 2026年１月28日 

（２）株式譲渡契約締結日 2026年１月30日（予定） 

（３）株式譲渡実行日 2026年２月27日（予定） 

役 職 氏 名 当社における役職 

代表取締役社長 関 克彦 ― 

代表取締役（新任） 若山 健彦 代表取締役会長兼グループCEO 

取締役 水沼 拓也 ― 

取締役（新任） 三宅 哲史 常務取締役CFO 

取締役（新任） 三浦 正彦 執行役員ビジネスデベロップメント部門長 

監査役（新任） 秋山 知志 執行役員HR部門長 


